　年　月　日
富山県知事　新田　八朗　殿

申請者

主たる事務所の所在地

法人（団体）の名称

代表者の氏名　　　　　　　
電話番号

誓　　約　　書

当該法人（団体）及びその役員は、富山県が提供する富山データ連携基盤とのAPI連携利用の資格要件すべてを満たすことを誓約します。

また個人にて申請される場合、その当該個人は、法人等の団体の場合の資格要件に準じ、富山県が提供する富山データ連携基盤とのAPI連携利用の資格要件②～⑤を満たすことを誓約します。
＜資格要件＞
① 法人等の団体であること。

② 宗教団体や政治活動を主たる活動の目的としていないこと。

③ 富山データ連携基盤とのAPI連携利用する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては理事、その他の法人等にあってはこれらに相当する職にある者。以下同じ。）が次のア～オのいずれにも該当しないこと。

　　ア 破産者で復権を得ないものまたは会社更生法もしくは民事再生法に基づく更生もしくは再生
手続中の者

　　イ 県税を滞納している者

　　ウ 地方自治法施行令 第167条の4 第2項 各号のいずれかに該当すると認められる者で、その
事実があった後2年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人として使用
する者

　　エ 本県における各種の手続きにおいて、その公正な手続を妨げた者または公正な委託の成立を
害し、もしくは不正の利益を得るために談合した者で、その事実があった後2年を経過しない
もの及びその者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者

　　オ 本県から指名停止を受け、その事実があった後2年を経過しないもの及びその者を代理人、
支配人その他の使用人として使用する者

④ 富山データ連携基盤とのAPI連携利用する法人等及びその役員が次のア～コのいずれにも該当
しないこと。

　　ア 役員が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号） 
第2条 第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者

　　イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第2条 第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者

　　ウ 役員が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用した等と認められる者

　　エ 役員が暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与する等直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与したと認められる者

　　オ 役員が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

　　カ 役員が、相手方が暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用していると認められる　　　　
　　　 者
　　キ 役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第2条 第2号から第4号まで、または第6号の規定に該当する者

　　ク 風俗営業等の規制または業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律 第122号） 第2条 
第1項に規定する風俗営業、同条第4項に規定する接待飲食業、同条第5項に規定する性風俗関連特殊営業またはこれらに類する業を営む者

　　ケ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律 第147号） 第5条 
第1項に規定する観察処分を受けている者

　　コ 民法（明治29年法律 第89号） 第13条 第1項 10項に規定する制限行為能力者（成年
被後見人、被保佐人、被補助人または未成年者）

⑤ 富山データ連携基盤とのAPI連携利用する法人等の役員に、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を
　 終わり、または執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者がいないこと。
【企業概要】
	商号または名称
	

	本社住所
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	拠点数
	

	（あれば）
富山拠点
	拠点名
	

	
	拠点住所
	

	事業内容
	


※個人にて申請される場合、【企業概要】の記入は不要です。
【API連携利用概要】
	申請区分
※新規、変更、廃止から記入して
ください
	

	利用するデータ（API）
※複数ある場合には、全てのデー
タ（API）を記入してください
	

	データ読込頻度
※1回/10分、等で記入してくだ
さい。複数ある場合には全ての
データ読込頻度を記入してく
ださい
	

	データ利用目的
※複数ある場合には、全ての理由
を記入してください
	

	（県庁からの）
問合せ窓口担当者
	役職
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


※個人にて申請される場合、「（県庁からの）問合せ窓口担当者」の「役職」の記入は不要で
す。
印








